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「三田学会雑誌」88卷 2 号 （1995年 7 月）

独占的競争と製品差別化の程度

川 又 邦 雄

1 . 序

本稿ではChamberlin (1933)流の独占的競争市場のモデルの一つの定式化を試みる。そこにおけ 

る製品差別化の程度がどのように経済厚生に影響を及ぼすかを分析し，市場経済においてその「適 

正値」が選択されるか否かを考察することが以下の主眼にある。本稿では，独占的競争市場におけ 

る参入は，利潤がゼロになるまで自由に行われるならば過大（製品差別化の程度が過度）になるとい 

う命題が確立される。これはBishop (1967)において主張された命題であり，図による説明が加え 

られている。Kahn (1935)の古典的論文は，この分野での先駆的業績とみなされる。

なお寡占市場において同様の命題を確立した文献には，W eizsScker (1980), Suzumura-Kiyono 
(1987)等があるが，そこでは企業の数が有限である場合にも，利潤が消滅するまで参入が行われ 

るということが仮定されている。ここでは企業数が連続濃度の無限大である独占的競争の状況が想 

定されている。

2 . モデルの仮定

いま代表的消費者が存在するとして，その効用関数を

( 1) u =  v ( x;  a) +  a — L  
で示そう。ここでょは一製品当たりの生産量，びは製品差別の程度を示すパラメーター，a は労働 

の供給可能量を示す一定値，L は労働供給量を表現するものとする。効用関数の第一項について 

次の仮定をおく。

* 本稿の作成にあたって，レフヱリーよりいくつかの貴重なコメントが与えられた。またニ H 世 

紀文化学術財団から資金面での援助をうけた。ここに心から謝意を表する。
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A1
( 0  ^ ^ , > 0  all x

これらの仮定の意味は明瞭であろう。なお後にはひをより特定化して，正の生産を行っている

企業数（ないしはその産業内での割合）を示すパラメタ一とすることがある。

つぎにこの産業内の潜在的に参入可能な企業の生産関数は同一で，

. 、 ( x = f  { l  — b) if l >  b 2 VO if l ^ b
を満たすものとする。ここで6 は正の一定数である。また生産関数については次の仮定をおく。

A 2 各 / 〉ろについて，

/ ' ( / ) >  0， / " ( ，)<  0 
つぎに各》について，産業全体の総利潤は

(3) n{ a)  =  p ( a )  x ( a )  — l (a)
のように表されるものとする。ここでp (ひ）は （a に依存する）生産物の価格であり，（均質な）労 

働の価格をニュメレールに選んである。

また効用最大化行動により，各びについて，生産物の逆需要関数は

(4) p =  P ( x ;  a)
のように定まるものとする。 については

A3 ⑴

P ( X-,a) + x -  dP- ^ ' a)- > 0
および

o d P ( x ; a )  d 2P { x \ a )  ^
Z ^ d x ~ +<r J I 2  ヽ U

を仮定する。この最初の不等式は需要曲線が右下がりであること， 2 番目の不等式は限界収入がプ 

ラスであること， 3 番目の不等式はそれが遁減することを示している。

つぎに各企業は，その需要関数を所与として利潤を最大にすると想定しよう。ただしハ。ラメター 

a は所与とする。ここではこの問題を少し変形して，産業全体の利潤の最大化問題として次のよう 

に定式化しよう。

(Pa) (5) x =  f ( l - b )
の制約の下に

(6) n ^ { P { x \  a) x — I) a 
を最大にする。
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ここではa は正の生産を行っている企業数（ないしはその割合）を示すパラメタ一であるとして 

いる。

そのための最適条件は，各ぴについて

(7) P ( x ;  a) +  Px(x; a) x =  %  —的

となる。ここで/ a ) は P ( x ; ぴ）の x に関する偏微分d i  {xx ! を意味するものとする。

つぎに産業全体の利潤（6 )がゼロになるまで参入が行われる（a が選ばれる）ものとすれば，

(8) P( x ]  a ) =

となる。

(7 )式は限界収入が限界費用に等しくなることを，また（8)式は価格が平均費用に等しくなること 

を意味しており，Cham berlinの均衡を特色づける条件である。

3 . 政府の行動

つぎに参入について，政府が消費者の効用が最大になるように企業数をコントロールできるもの 

としてみよう。ただし政府は各企業の生産量を直接制御できるとは想定されてはいない。

以上のような想定の下では，政府は生産関数

(5) x =  f ( l ~ b )
と労働の需給均衡の条件

(9) L =  a I 
の制約の下に

(1) ' ; ぴ) +  <2 —» /
を最大にする

という最適化問題を考えてみよう。ただし，代表的消費者の効用関数を規定するバエ；W が

(10) V ( X ) = V ( a x )
のように書けるものとし，効用最大化条件から

(11) P{ x,  a ) =  Vf( X)  =  a Vx
が成り立つものとする。上の（10)式は，製品差別化が進んでも総消費量が変わらないかぎり消費者 

の効用は変わらないということを意味している。これはKahn (1935) のいう見かけ上の製品差別化 

(spurious differentiation)のケ一スにほかならない。以下では上の2 つの関係より 

P( x ,  a ) =  P  { X ) =  P  (ax)
と記し，また利潤最大化条件(7 )を想定する。
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4 . 過剰参入定理

以上に注意しながら

u ( x ,  a ) =  V ( a x )  +  a — a I 
がひの変化にどのように反応するかを調べてみると，

y'_ I x  +  a

= V f- x ~ l  +  a ( V ^  f - 1 ) ^

= P x - l ~ ( a P x f r-

となることがわかる。この最後の等式は（7 )と（11)による。

ここで（7)すなわち

(7)' P ( X ) + P ^ ( X ) X =  , r ^ _ h)

の両辺をa で微分すると

(2 P '  ( X )  +  P ^ ( X )  X ) [ a f r^ a + x )
. / "  d  I 

( / ’)2 d a
となる。よって仮定A 2，A 3 より^ ^ < 0 となることがわかる。したがって

となり，利潤がゼロ C R r - / = 0 )になるまで参入が行われれば，消費者の効用は負になることがわ 

かる。つまり参入が過剰になることが判明した。

以上によって次の命題が確立されたことになる。

定 理

独占的競争モデル（各企業はその需要関数を所与として利潤を最大にし，利潤がゼロになるまで参入 

が行われる）において，仮定A l —A 3 が満たされるとしよう。そのとき企業数ひは，政府がそれを 

規制できると想定した（次善）最適状態に比べて過大になる。

この命題は，W eizsacker (1980)，Suzumura-Kiyono (1987)と類似の結論を主張しているが， 

そこでは寡占市場が想定されているのに対し，ここでは独占的競争の市場を想定し，企業数が無限

<  P x —l
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であるとしている。このように企業数を連続体としているために，それを整数であるとした場合に 

ちょうど利潤がゼロになるまで参入が 1亍われた場合の企業数が端数になる，という難点を回避して 

いるo
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